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回答者 544 人中の性別は、男性 55.7%、女性
44.3%、年齢は、20 歳代 30.6%、30 歳代 35%、40
歳代 28%、50 歳代 27%、60 歳代 4％である。取
得資格は、図 1 － 1 のとおり、社会福祉主事が最
も多く 358 名（67%）、次に多いのが介護福祉士
で 294 名（55.5%）、 介 護 支 援 専 門 員 は 272 名
（51.3%）、社会福祉士は 138 名（26%）である（複
数回答）。図 1 － 2 は、同じデータを社会福祉士
等、福祉の国家資格取得者数を集計しなおしたも
のである。「介護福祉士のみ」が 238 名（回答者













68%、地方公共団体は 174 か所で 32% である。運
営主体は、図 3 のように社会福祉法人が 432 施設、
80% と多数を占める。（指定管理者、受託の施設
を含む。）施設の設置年は、老人福祉法制定後の
1965 年～ 1974 年（昭和 40 年代）が最も多く 125
施設、次いで多いのが、1955 ～ 1964 年（昭和 50
年代）で 108 施設、1945 ～ 1954 年（昭和 20 年代）
が 101 施設となっている。














































介護 1 と 2 が割合としては多いものの要介護 5 ま
での多様な介護度の入所者がいる。（図 5）また、
身体障害者手帳の所持者は、回答した施設の入所
者合計 32487 人のうち 5798 人、精神保健福祉手
帳は 1419 人、療育手帳は 1145 人である。
次に特定施設入居者生活介護の指定について
は、指定を受けている施設は 225 施設、47%、受
けていない施設は 289 施設、53% で約半数ずつの
割合である。受けていない施設のうち 250 施設の
個別契約先については、併設事業所が 69％、外

























（受託）, 27 , 
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